相原久美子参議院議員が、一体改革特別委員会で、格差・貧困問題、子育て支援について質問

　7月30日、相原久美子参議院議員は、社会保障と税の一体改革に関する特別委員会で質問をし、臨時・非常勤職員の立場を踏まえ、貧困・格差・雇用がしっかりと改善され、充実した子育て支援が実現される社会保障改革を求めましたので、以下の通り報告します。

■社会保障・税一体改革の理念

相原：社会保障改革の理念である、貧困・格差問題に対する認識とその解決に向けた政策は、極めて重要。小泉構造改革によって生じた様々な問題を解決するために、これからの国のあるべき姿を示した上で、明確な社会保障制度改革のビジョンを国民に対してしっかりと説明していくことが必要ではないか。

岡田克也副総理：小泉構造改革の社会保障費削減により、立場の弱い人たちに問題が集中した。さらには、グローバル経済や少子高齢化等もあり貧困・格差問題が顕在化している。そういうことから、若い世代も含めて安心で希望と誇りが持てる社会を実現していくことが非常に重要なこと。雇用などを通じて参加が保障され、誰もが居場所のある共生の社会、分厚い中間層が支える大きな格差のない社会などを目指すことが目的。一方で、負担の方も、保険料やあるいは所得税は、現役世代に負担が偏りがち。世代間の公平ということも同時に目指すことで、消費税のご負担をお願いする。

■税制改革について

相原：三党合意した社会保障制度改革推進法案の中には、直接的な記載はないが、格差の是正に積極的に取り組むとしていくことでよいか確認したい。

古本伸一郎(民主党)修正案提出者：消費税法案の修正案では、附則に、格差の是正および所得再分配機能の回復の観点から、最高税率の引上げ等による累進性の強化に係る具体的な措置について検討を加え、その結果に基づき、2012年度中に必要な法制上の措置を講ずるとしている。今回、結論を出していないので誤解を招いているが、税制改正の中で結論を出したい。政権交代によって、これまでの税制改正の中でも、給与所得控除の上限の設定、年少扶養控除などで、高所得者に対しては負担増は始まっている。

■非正規雇用について

相原：社会保障改革に取り組むにあたっては、雇用問題の課題解決にも積極的に取り組む必要があると考える。非正規労働者の雇用に関して、厚生労働省は「望ましい働き方ビジョン」をとりまとめたが、その決意を伺う。

小宮山洋子厚生労働大臣：今回の社会保障改革の中ではスポットがあたっていないが、全員参加型社会ということで、ご指摘のビジョンを基にして、しっかり取り組む。有期労働契約については、衆議院で法案が上がり参議院で審議する。パートタイム労働者についても、均衡だけではなくて均等待遇を目指して、法案を準備している。非正規雇用が就業者の４割になっている中で、働きに見合った処遇をされていくということは非常に重要で、目に見える形での取組みをしていきたい。

■貧困・格差施策に対する財源の確保

相原：社会保障制度改革の議論においては、貧困・格差対策、雇用対策は消費税財源にはよらないものとされているが、消費税負担の前提は、何よりも貧困・格差対策であり雇用対策であると考える。これらの対策に係る財源確保をしっかりお願いしたいが、財務大臣の認識、決意を。

安住淳財務大臣：貧困、格差、雇用については、消費税増税の中に含まれていないが、社会保障政策の重要な柱であり、予算編成過程において財源確保等に積極的に取り組んでいきたい。

■医療イノベーションについて

相原：消費税増税の前提として経済成長を確実なものにすべき。医療・介護等の分野での成長を促すことが肝要と考える。医療分野、自然エネルギー分野に対して積極的投資も視野に入れるべきではないか。

古川元久国家戦略担当大臣：先の原発事故を受け、新しい雇用や成長を実現していくため、日本再生戦略の最終的なとりまとめにおいてもグリーン成長戦略は最重要の課題。医療イノベーション、ライフイノベーションも大きな成長戦略のエンジンの一つと位置付けている。

■公立保育所について

相原：公立保育所の改築や耐震化について、地方自治体が積極的に改築できるよう起債ができやする等、官民かかわらず、耐震補強事業や改築事業に係る予算確保等の対策が必要ではないか。

小宮山厚生労働大臣：公立保育所の財源は一般財源化されているので、私立保育所に比べて耐震化が少し遅れているということは認識している。公立、私立にかかわらず、子どもの安心、安全にかかわることなので、地方自治体が集まる会議の場で、国土交通省の住宅・建築物安全ストック形成事業（国庫補助1/3）を活用して耐震化診断を行いながら、保育所の耐震化を更に進めるよう要請などをしている。

川端達夫総務大臣：公立の保育所の耐震化を含む施設整備費については、一般財源化に係る地方債あるいは社会福祉施設整備事業債の対象としている。最近の公立保育所の耐震化率は、2008年度の56％を2010年度には66％と改善している。さらに東日本大震災以降、地域防災計画上の避難所に指定された公立保育所に係る事業費については、その全額を緊急防災・減災事業債の対象として、元利償還金に対して70％を地方交付税で措置している。今後とも、公立保育所の耐震化や改築が進むように対応したい。

■放課後児童クラブについて

相原：放課後児童クラブについては、児童福祉法の改正で質を確保する観点から、職員の資格や職員数などについて国が基準を示すこととしたことは評価している。今後の検討方向を伺う。

小宮山洋子少子化対策担当大臣：放課後児童クラブは質を確保することが必要。職員の資格、人数、開所日数、時間等について、省令で基準を定め、市町村が条例で基準を定める。基準を設定するに当たっては、地域の実情、多様な形態で運営されてきたことに留意し、十分配慮しながら進める。法案成立後は、地方自治体や現場の意見を伺い、施行準備期間を確保した日程で具体的な検討を進めていきたい。

以上

